
令和８年 10月１日

兵 庫 県 議 会

議 長 北 野 実 様

議員定数等調査特別委員会

委員長 藤田 孝夫

委員会調査報告書

第 371回定例県議会において、本委員会に付議された「兵庫県議会議員の定数並びに

選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する調査」について調査検討した

結果を取りまとめたので、兵庫県議会会議規則第 77 条の規定に基づき、下記のとおり

報告する。

本特別委員会においては、議員定数及び選挙区のあり方について、各会派から多様な

意見が示され、活発な議論を重ねた。その結果、特例選挙区である相生市選挙区の取扱

いについては合意に至ったものの、定数等の見直しの基本となる地域代表の確保や投票

価値の平等などの考え方について、会派間の隔たりが大きく、委員会として一致した方

向性を見出すには至らなかった。このため、本報告書では合意に至った事項と、なお意

見の一致を見なかった事項とを区分して整理するとともに、後者については各会派の意

見及び委員会における議論の内容を中心に取りまとめた。

記

１ 調査の概要

本委員会は、令和７年６月 12日に、「兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選

挙区において選挙すべき議員の数に関する調査」を付議事件として設置された。

以来、令和８年９月 29日までの間、合計 12回にわたり委員会を開催して調査を実

施した。

(1) 調査の進め方について

調査を進めるにあたり、まず委員長から、令和７年 10 月に実施される国勢調査

について、人口速報値が令和８年５月までに、また確定値が同年９月までに公表さ

れる予定であることを踏まえ、県民への周知期間も考慮して、令和８年９月定例会

において議員定数条例の所要の改正を行うことができるよう、当委員会の調査・検

討を進める方針が示され、各委員とも異議なく了承した。

次に、特例選挙区である相生市選挙区（定数条例の附則において、令和９年以降

の一般選挙では公職選挙法第 271条を適用しない旨規定）の取扱いについて先行し

て協議・検討を進めることとし、総定数については、令和７年国勢調査人口の速報

値の公表を待って検討する方針を確認した。
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(2) 相生市選挙区の取扱いについて

相生市選挙区の見直しにあたっては、①「赤穂市、赤穂郡及び佐用郡選挙区」と

合区して定数２とする案、②「たつの市及び揖保郡選挙区」と合区して定数２とす

る案、③「相生市及び赤穂郡選挙区」「宍粟市及び佐用郡選挙区」「赤穂市選挙区」

に再整理してそれぞれ定数１とする案の３案が各会派から提案された。

これら選挙区案の検討にあたり、地元関係市町の市町長や市町議会議長等から県

議会議長あて提出された意見書や陳情書の内容も踏まえつつ、各会派間で協議を重

ねた。

その結果、令和８年３月 24日、第６回委員会において、「相生市及び赤穂郡選挙

区」として定数１、「宍粟市及び佐用郡選挙区」として定数１、「赤穂市選挙区」と

して定数１とする案で各会派の合意に至った。

(3) 総定数及び各選挙区別定数等について

令和８年５月 22日、令和７年国勢調査人口の速報値（県発表分）が公表された。

令和７年 10 月１日現在の兵庫県人口は、5,323,825 人で令和２年国勢調査の

5,465,002人に比べ、141,177人の減少となった。

この結果を踏まえ、①総定数、②選挙区及び選挙区別定数、③条例定数と人口比

定数の差（いわゆる公職選挙法第 15条８項ただし書きの適用）、④１票の較差、⑤

指定都市（神戸市）の区の合区の５つの検討項目について、各会派から意見が開陳

されるとともに、委員間討議が行われた。

各会派の意見には削減の規模や手法に違いはあるものの、大きくは「特例選挙区

の見直しを行ったうえで総定数を維持すべき」とする考え方と、「総定数を削減す

べき」とする考え方に分かれ、特に総定数の維持・削減に関しては合意を見出すに

至らなかった。

本委員会としては、次期一般選挙までの周知期間を念頭に令和８年９月定例会で

の議員定数条例の所要の改正を行う必要があることから、調査報告書を取りまとめ

るにあたり、特例選挙区の見直しのように意見の一致を見た事項については、その

内容を記載するとともに、各会派間で意見に隔たりのある事項については会派名を

付してそれぞれの考え方を併記する方針のもと、正副委員長試案を作成することと

した。

(4) 令和７年国勢調査人口の確定値について

令和８年９月 29 日に令和７年国勢調査人口の確定値が公表されたが、同日開催

の第 12 回委員会において、これまで速報値に基づき検討を行ってきた本委員会の

調査結果に影響を与えるものではないことが確認された。

２ 委員会として意見が一致した事項

(1) 特例選挙区の見直し

特例選挙区である相生市選挙区、及びその周辺地域の選挙区割及び定数について
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次のとおりとする。（第６回委員会で合意）

選挙区の名称 選挙区の区域 定数（人）

相生市及び赤穂郡 相生市及び赤穂郡上郡町の区域 １

赤穂市 赤穂市の区域 １

宍粟市及び佐用郡 宍粟市及び佐用郡佐用町の区域 １

３ 委員会で合意されなかった事項に関し、各委員等から述べられた意見

(1) 議員定数について

〈自民党、公明党、ひょうご県民連合〉

現行の総定数 86人を維持するべき

・本県は旧五国から成る多様性豊かな県であり、人口減少が進む中にあっても、

各地域の声を県政に反映し続けるため、現行の 86人を維持すべきである。（自

民）

・現行の条例定数 86 人は、旧法定上限数 107 人よりも約２割減じられており、

全国平均に比べても高い減数率である。条例定数を増やすことは、県民の理解

が得られないと考えられることから、定数増とならない方向で、１票の較差の

改善等を図るべきである。（公明）

・行財政改革の流れの中で定数を削減してきた結果、配当基数 0.5を切る選挙区

が生じ、人口減少地域の選挙区が合区を余儀なくされる状況となっており、こ

れ以上の定数減は避けるべきである。（県民）

〈維新の会〉

総定数を 86人から２減じ 84人とする

〈躍動の会〉

２割削減して 69人程度とする

〈共産党〉

96人程度とする

(2) 選挙区及び各選挙区別定数について

〈自民党、公明党、ひょうご県民連合〉

特例選挙区の見直しに係る選挙区以外は現行どおりとする

〈維新の会〉

神戸市須磨区を定数２（３→２）、神戸市長田区を定数１（２→１）とする

〈躍動の会〉

人口減少が進む地域については、必要に応じて選挙区の見直しや合区についても

検討すべき

〈共産党〉

特例選挙区は解消すべき
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(3) 条例定数と人口比定数の差について

〈自民党、公明党、ひょうご県民連合〉

公職選挙法第 15条８項ただし書きを以下の選挙区に適用する

ア 人口比定数から１増とする選挙区・・・神戸市長田区、神戸市須磨区、

豊岡市及び美方郡

イ 人口比定数から１減とする選挙区・・・神戸市西区、明石市、西宮市

・公職選挙法では、議員定数は人口比例を原則としながらも、地域間の均衡を考

慮できることが定められており、全国の都道府県議会でも多くがこの規定を活

用している。本県においても、地域代表の確保という観点から同規定を適用し

てきた。前回の見直しで合区となった豊岡市及び美方郡選挙区については、広

大な但馬地域に住む県民の声を県政に反映させるため、これ以上の定数削減を

行わず、増員選挙区とする一方、西宮市選挙区については、将来的に定数の在

り方を議論する余地はあるものの、総定数との関係も踏まえ、今回は現行定数

を維持する観点から、減員選挙区とすることが適当と考える。（自民）

・本来、条例定数と人口比定数との乖離は解消すべきではあるが、１票の較差の

改善も図る必要があると考える。このため現行４選挙区に加えて、西宮市選挙

区、豊岡市及び美方郡選挙区にも適用し、定数については、現行４選挙区は条

例定数を維持しつつ、西宮市選挙区は７名、豊岡市及び美方郡選挙区は２名と

することにより、１票の較差の改善を図る。（公明）

・条例定数と人口比定数の差に関しては、基本的には是正が求められる一方で、

現下の状況を踏まえると、現在の条例定数を維持すべきと考える。条例定数が

人口比定数を下回っている選挙区及び条例定数が人口比定数を上回っている

選挙区については、公職選挙法第 15 条第８項ただし書を適用し、現行の条例

定数を維持するべきである。（県民）

〈維新の会〉

配当基数が条例定数を下回る選挙区について、地域の実情や制度、仕組みの長

所・短所を十分に考慮した上で、定数削減によりその差の解消を図るべき

(4) １票の較差について

〈自民党、公明党、ひょうご県民連合〉

第６回委員会合意案に基づき試算すれば、１票の最大較差が前回（令和２年国勢

調査人口時）の 3.31倍から 2.48倍に縮小し、改善している

〈維新の会〉

立法措置などで解消できない課題については、憲法改正を行って解決を図ってい

くべき

〈躍動の会〉

人口動態を踏まえた定数配分の見直しを定期的に行うべき

〈共産党〉

較差を２倍以内として格差解消に努めるべき
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(5) 指定都市（神戸市）の行政区を単位とする選挙区の合区について

〈自民党、維新の会、公明党、ひょうご県民連合、共産党〉

現時点で検討する状況にない

・現時点では、過疎地域の地域代表の在り方に関する議論を優先すべきであり、

早急な見直しは必要ない。（自民）

・政令指定都市の県議会議員の在り方など、その定数については議論があってし

かるべきと考えているが、現時点において政令市、神戸市の区の合区について

は考えていない。（維新）

・現状においては、公職選挙法第 15 条第８項ただし書きの適用により、対応が

可能であることから、直ちに見直す状況にはない。（公明、県民、共産）

〈躍動の会〉

将来的に３つ程度に合区すべき

(6) その他意見

〈自民党〉

・今後も人口減少が特に多自然地域において、加速度的に進んでいくことが確実

であり、但馬地域や西播地域のような広大な面積や複数の自治体を抱える選挙

区が増えていく可能性がある。このため人口比例を原則とする現行制度の見直

しを国に求めていくとともに、本県議会の選挙区や議員定数の在り方について

は、将来にわたって安定的な運用が図られるよう、中長期的な視点で引き続き

議論を行う必要がある。

〈維新の会〉

・令和８年７月、本県においては、財政問題がなお一層顕在化してきた。今後、

本県の投資的経費を削減せざるを得ない状況が見込まれる中で、議員定数等に

ついて、人口比のみで議論するのではなく、今後は、議員の待遇や定数の在り

方についても、本県の財政を健全化させていくための諸改革を改めてスタート

させる観点から議論する必要がある。そのため今般の本県財政改革に合わせ、

議員定数を２割削減することも検討すべきである。

〈ひょうご県民連合〉

・今回の議員定数等調査特別委員会においては、総定数の維持を主張するが、次

期任期においては、厳しい県財政状況を踏まえ、県民にかなりの負担を強いる

ことも想定されることから、抜本的な選挙制度見直しと合わせ、総定数の見直

しについて議論するべきである。その旨を、「兵庫県議会議員の定数並びに選

挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例」の改正条例の附

則に規定すべきと考える。
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検討項目に対する会派の基本的な意見

自由民主党 維新の会 公明党 ひょうご県民連合 躍動の会 日本共産党

１

総
定
数

86人 84人 86人 86人 69人程度 96人程度

（考え方）

本県は、気候風土、歴史文化の異

なる摂津、播磨、但馬、丹波、淡路

の旧五国が一つになった県であり、

五国の個性が兵庫県の強みである。

人口減少や少子高齢化、そして都

市部への人口流出が進む中にあっ

て、本県の地域創生の実現には、五

国それぞれが有する個性と活力を決

して失わせてはならない。

そのためには、引き続き様々な地

域の意見を吸い上げ、本県の発展に

生かしていく必要があり、少なくと

も現在の条例定数（86）を維持すべ

きである。

（考え方）

本県財政悪化が明らかになった以前の、これまでの議員定

数等調査特別委員会での議論を大前提にした場合、８６から

２を減じ８４とする。

（考え方）

現行の条例定数86人は、

一定の判断目安となる旧法

定上限数 107人よりも約２

割減じられており、全国平

均に比べても高い減数率で

ある。

条例定数を増やすことに

ついては、現状、県民の理

解が得られないと考えられ

ることから、議会としても

定数増とならない方向で１

票の較差の改善等を図って

いくべきである。

（考え方）

行財政改革の流れの中

で定数を削減してきた

が、結果として配当基数

0.5を切る選挙区が生じ、

人口減少地域の選挙区が

合区をせざるを得ない状

況が生み出されることに

なる。これ以上の定数減

は避けるべきであること

から、条例定数は86人を

維持すべきである。

（考え方）

兵庫県議会議員の総定

数を現行86人から約２割

削減し、69人程度とする

ことが適当であると考え

る。

（考え方）

県民の民意反映のために、定数

削減をおこなうべきではない。

県民の多様な民意をより広く

反映させるために、総定数は増や

すべきだと考える。また総定数を

増やすことで、兵庫県がかかえる

1票の格差の是正や、人口の少な

い地方での定数の確保、人口比定

数と条例定数の乖離などの解消

も、進めていくことができると考

える。

(旧)法定上限数に対する兵庫

県の減数率は、現在21.1％で、全

国で４番目となっているが、減数

率をせめて平均の11.4％程度、と

なる 96 人程度を総定数にするこ

とを提案する。

２

選
挙
区
及
び
選
挙
区
別
定
数

〇選挙区について

第６回委員会合意案による選挙区

のとおりとする。（赤穂市、赤穂郡及

び佐用郡選挙区の合区を見直し、相

生市と赤穂郡、宍粟市と佐用郡を合

区し、赤穂市は単独で選挙区とする）

〇各選挙区において選挙すべき議員

の数について

人口減少及び都市部と過疎地域に

おける人口偏在が進む中、人口比例

配分に基づく定数設定を原則とする

ことは前提としつつも、地域間の均

衡を考慮し、各地域の声を県政に適

切に反映させる観点から、選挙区別

定数については、地域の実情を踏ま

え、慎重かつ丁寧に検討していく必

要があると考える。

したがって、総定数を現行の86人

で維持することも考慮し、各選挙区

の定数は現行条例のとおりとする。

本県財政に悪化に伴う以前の議論上、

〇特例選挙区

第６回委員会で合意したとおり。

〇そのほかの選挙区

神戸市須磨区選挙区を定数２とする。（３→２（△１））

神戸市長田区選挙区を定数１とする。（２→１（△１））

特例選挙区である相生市

については、第６回委員会

で合意されたとおりとす

る。

その他の選挙区及び選挙

区別定数については、現行

どおりとする。

特例選挙区の見直しに

関して、第６回委員会で

合意したものを除いて、

現行定数条例のとおりと

する。

選挙区別定数について

は、人口を基本原則とし

つつ、地域の実情や生活

圏、行政区域の一体性な

どを総合的に勘案し決定

すべきである。

また、総定数を削減す

るためには、人口動態の

変化を適切に反映した定

数配分を行うとともに、

人口減少が進む地域につ

いては、必要に応じて選

挙区の見直しや合区につ

いても検討すべきであ

る。

特例選挙区は、解消すべきであ

る。
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自由民主党 維新の会 公明党 ひょうご県民連合 躍動の会 日本共産党
３

条
例
定
数
と
人
口
比
定
数
の
差

公職選挙法第 15 条第８項の規定

は、議員定数は人口に比例して定め

ることを原則とする一方、そのただ

し書において、特別の事情がある場

合は、地域間の均衡を考慮して定め

ることができるとしている。

全国の都道府県議会においても、

８割程度がこの規定を適用し、地域

の実情に応じた議員定数の確保に努

めている状況である。

本県議会では、本規定により神戸

市長田区、須磨区を増員選挙区、明

石市と神戸市西区を減員選挙区とし

ているが、それぞれ人口比定数との

差は１人である。また、１票の最大

較差は現行の選挙区のままでは3.52

倍（特例選挙区を含む）になる試算

であるが、第６回委員会合意案に基

づく選挙区による試算では、2.48倍

に軽減される。

さらに、前任期の議員定数等調査

特別委員会において、合区となった

豊岡市及び美方郡については、広大

な但馬地域に住む県民の声を県政に

反映させるため、これ以上議員定数

は削減せず増員選挙区とすべきであ

る。

また、この度、条例定数が人口比

定数を下回っている西宮市について

は、今後、現行の減員選挙区も含め、

定数のあり方について将来的に議論

する可能性はあるものの、定数増に

ついては総定数との関係も踏まえ、

慎重かつ丁寧に検討していく必要が

あると考えるため、今回は現行定数

を維持する観点から、減員選挙区と

すべきである。

なお、本規定の適用により課題と

なる選挙区間の逆転現象も生じてい

ない。

配当基数が条例定数より小さい選挙区については、地域の

実情や制度仕組みの長所短所を十分に考慮した上で、定数削

減によって差の解消をするべきと考える。

本来、条例定数と人口比

定数との乖離は解消すべき

ではあるが、１票の較差の

改善も図る必要がある。

このため、公職選挙法第

15 条第８項ただし書きの

適用を現行４選挙区に加

え、西宮市、豊岡市及び美

方郡にも適用することとす

る。

定数については、現行４

選挙区は現行条例定数を維

持しつつ、西宮市は７名、

豊岡市及び美方郡は２名と

することにより、１票の較

差の改善を図るものとす

る。

条例定数と人口比定数

の差に関しては、基本的

には、是正されることが

求められる一方で現下の

状況を踏まえると既述の

とおり現在の条例定数を

維持すべきと考える。条

例定数が人口比定数を下

回っている選挙区及び条

例定数が人口比定数を上

回っている選挙区につい

ては、公選法第15条８項

ただし書きを適用し、現

行の定数条例を維持す

る。

条例定数は、人口を基

本としつつ、地域の実情

その他の事情を総合的に

勘案して定めるべきであ

る。

その際、議会機能を十

分確保できることを前提

に、人口減少や社会経済

情勢の変化、行政改革の

推進などを踏まえ、県民

に理解される適正な議員

定数となるよう不断の見

直しを行うべきである。

公選法 15 条８項と但し書きに

は「各選挙区において選挙すべき

地方公共団体の議会の議員の数

は、人口に比例して、条例で定め

なければならない。ただし、特別

の事情があるときは、おおむね人

口を基準とし、地域間の均衡を考

慮して定めることができる。」と

されている。R７国調人口速報値

では、配当基数が条例定数より小

さい選挙区として、須磨区、長田

区、豊岡市及び美方郡、たつの市

及び揖保郡、三田市となってい

る。これら地域は、地域間の均衡

の考慮という点で、理解できる。

しかし配当基数が条例定数より

大きい明石市、西宮市、神戸市西

区、宝塚市、芦屋市については、

「人口を基準とした地域間の均

衡」といった場合、条例定数を配

当基数に近づける必要があると

考える。よって、条例定数と人口

比定数の差をいってい解消する

方向での、定数増を検討する必要

があるのではないかと考える。
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１
票
の
較
差

第6 回委員会（R8.3）合意案に基

づく選挙区による試算では、特例選

挙区を含む１票の最大較差は前回改

選時の 3.31倍から 2.48倍まで軽減

される。

日本の縮図と呼ばれ、地域間で人

口や産業構造等の変化が大きい本県

においては、地域代表の確保に当た

って、より柔軟かつ慎重に判断して

いく必要がある。

立法措置などでも解消できない課題については、憲法改正

を行って解決をはかっていくべきと考える。

公選法第 15 条８項ただ

し書きの適用により、１票

の較差は改善される。

特例選挙区の見直しに

関して、第６回委員会で

合意された見直し案によ

り、１票の較差は3.52倍

から2.48倍へと一定程度

縮小しており、改善して

いる。

人口動態を踏まえた定

数配分の見直しを継続的

に行い、公平性の確保に

努める必要がある。

・国政選挙と同様に、較差を２倍

以内として格差解消に努める

べきである。

・また、兵庫県が多く抱える１人

区では、無投票や死票が多くな

り、有権者の投票の権利や選択

の幅を狭める問題点があり、そ

の改善も検討すべき。

・上記の点をふまえ、民意の反映

という観点も含めて、総定数を

増とする方向での検討が求め

られる。

５

指
定
都
市
协
神
戸
市
卐
の
区
の
合
区

都市部と地方部の人口差異が大き

い本県においては、特に人口が集中

する神戸市の選挙区及び議員定数の

あり方が将来的に議論される可能性

はあるが、現時点では、人口減少が

進む過疎地域の地域代表のあり方に

係る議論が優先されるべきであり、

早急に検討する必要はない。

政令指定都市の県議会議員のあり方やその定数については

議論があってしかるべきと考えるが、現時点において指定都

市（神戸市）の区の合区については考えていない。

現状においては、公職選

挙法第15条第8項ただし書

きの適用により対応が可能

であることから、直ちに見

直す状況にはない。

既述の総定数、選挙区

及び選挙区別定数、条例

定数と人口比定数の差、

１票の較差などの会派意

見を踏まえ、指定都市（神

戸市）の合区について現

在検討する状況にはない

と考える。

神戸市について推計値

では、中央区と須磨区の

ようにすでに逆転してい

る事例もあることから、

定数の調整をすべき。

将来的には３つ程度に

合区すべき。

現時点では、神戸市だけをとり

だして、合区の議論をする現状に

はないと考える。
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６

そ
の
他
协
自
由
意
見
卐

当委員会を含めた近年の議員定数

等調査特別委員会において様々な議

論がなされてきているが、今後も人

口減少が特に多自然地域において加

速度的に進んでいくことが確実であ

り、また、全国的な議員定数の削減

傾向は変わらないと思われる。

こうした状況下では、特に人口規

模の小さい選挙区において、１人区

を中心に配当基数が 0.5を切るとこ

ろが多数生じるおそれがあり、但馬

地域やこの度の西播地域のような広

大な面積と窓口となる自治体を多く

抱える選挙区が増加することになり

かねない。

人口比例を原則とする現行制度の

改善を国に求めていくことと併せ

て、本県議会の選挙区やその定数の

あり方については、将来にわたって

安定的な運用が図られるよう、さら

に時間をかけた議論が必要ではない

かと考える。

2026年7月現在、本県においては財政問題がなお一層顕在

化してきた。

今後本県の投資的経費を削減せざるを得ない状況が見込ま

れる中で、議員定数等について人口比のみで議論するのでは

なく、今後は、議員の待遇や定数自体について、本県の財政

を健全化させていくための諸改革を改めてスタートさせる観

点からの議論も必要であると考えている。

その際、今般の本県財政改革にあわせ、議員定数を２割削

減することを提言する。

（△１８議席）

〇選挙区別定数（特例選挙区も含む）

１．配当基数が条例定数より小さい選挙区で、定数が２名以

上の選挙区の定数を１名減ずる。

①神戸市兵庫区

②神戸市長田区

③神戸市須磨区

④姫路市

⑤尼崎市

⑥西宮市

⑦豊岡市及び美方郡

⑧たつの市及び揖保郡

⑨川西市及び川辺郡

⑩三田市

以上１０名減

２．配当基数が条例定数より小さい選挙区で、定数が１名の

選挙区の定数を１名減じ、隣接選挙区に合区する。

①洲本市と南あわじ市の定数２名を１名とし、両選挙区を合

区する。

②淡路市の定数を１名減じ、明石市に合区する。

③神崎郡の定数を１名減じ、姫路市に合区する。

④小野市の定数を１名減じ、加古川市に合区する。

⑤加東市の定数を１名減じ、三木市に合区する。

⑥丹波市の定数を１名減じ、養父市・朝来市に合区する。

⑦加西市の定数を１名減じ、西脇市・多可町に合区する。

以上７名減

３．配当基数が条例定数より小さい選挙区を合区した上で、

定数の合計から１名を減じる。

①宍粟市、相生市、赤穂市・赤穂郡・佐用郡を合区し、定数

３名から２名に1名減する。

以上１名減

なお、定数を１名減じた三田市は丹波篠山市と合区し定数

２とする。

特になし 今回の議員定数等調査

特別委員会においては、

議論する時間的な余裕が

ないことから、総定数の

維持を主張するが、次期

の任期においては、厳し

い県財政状況を踏まえ、

抜本的な選挙制度見直し

と合わせて、総定数の見

直しを議論するべきであ

る。

そして、その旨を「兵

庫県議会議員の定数並び

に選挙区及び各選挙区に

おいて選挙すべき議員の

数に関する条例」の改正

条例の附則に規定すべき

である。

人口減少や少子高齢化

の進展、社会経済情勢の

変化を踏まえると、議会

も時代に即した適正な規

模へ見直す必要がある。

議員自らが率先垂範し県

民の理解と信頼を得る上

でも重要である。

議員定数については、議会の中

だけで議論するのではなく、県民

の意見を聞く方法について検討

すべき。

※R8.9.11 躍動の会・

無所属兵庫県議員団

が結成された。

本報告書では結成前

の会派、躍動の会と

表記している。
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選挙区 人口比

人　 口 定　 数 人口比 条例 人口比① 条例① 人口比② 条例②

　 1 神戸市東灘区 3 211,921 3.423 3 70,640 70,640 1.91 1.91 1.91 1.91

　 2 神戸市灘区 2 137,283 2.218 2 68,641 68,641 1.85 1.85 1.85 1.85

　 3 神戸市中央区 2 152,124 2.457 2 76,062 76,062 2.05 2.05 2.05 2.05

　 4 神戸市兵庫区 2 111,844 1.807 2 55,922 55,922 1.51 1.51 1.51 1.51

　 5 神戸市北区 3 203,615 3.289 3 67,871 67,871 1.83 1.83 1.83 1.83

● 6 神戸市長田区 2 93,096 1.504 1 93,096 46,548 2.51 1.26 2.51 1.26

● 7 神戸市須磨区 3 152,654 2.466 2 76,327 50,884 2.06 1.37 2.06 1.37

　 8 神戸市垂水区 3 206,825 3.341 3 68,941 68,941 1.86 1.86 1.86 1.86

○ 9 神戸市西区 3 228,268 3.687 4 57,067 76,089 1.54 2.05 1.54 2.05

　 10 姫路市 8 518,311 8.373 8 64,788 64,788 1.75 1.75 1.75 1.75

　 11 尼崎市 7 457,162 7.385 7 65,308 65,308 1.76 1.76 1.76 1.76

○ 12 明石市 4 307,043 4.960 5 61,408 76,760 1.66 2.07 1.66 2.07

○ 13 西宮市 7 482,834 7.800 8 60,354 68,976 1.63 1.86 1.63 1.86

　 14 洲本市 1 38,620 0.624 1 38,620 38,620 1.04 1.04 1.04 1.04

　 15 芦屋市 1 91,703 1.481 1 91,703 91,703 2.48 2.48 2.48 2.48

　 16 伊丹市 3 195,152 3.152 3 65,050 65,050 1.76 1.76 1.76 1.76

　 17 相生市及び赤穂郡 1 38,854 0.628 1 38,854 38,854 1.05 1.05 1.05 1.05

● 18 豊岡市及び美方郡 2 97,925 1.582 1 97,925 48,962 2.64 1.32 2.64 1.32

　 19 加古川市 4 253,220 4.090 4 63,305 63,305 1.71 1.71 1.71 1.71

　 20 たつの市及び揖保郡 2 102,276 1.652 2 51,138 51,138 1.38 1.38 1.38 1.38

　 21 赤穂市 1 42,714 0.690 1 42,714 42,714 1.15 1.15 1.15 1.15

　 22 西脇市及び多可郡 1 53,145 0.858 1 53,145 53,145 1.43 1.43 1.43 1.43

　 23 宝塚市 3 217,163 3.508 3 72,387 72,387 1.95 1.95 1.95 1.95

　 24 三木市 1 71,248 1.151 1 71,248 71,248 1.92 1.92 1.92 1.92

　 25 高砂市 1 83,381 1.347 1 83,381 83,381 2.25 2.25 2.25 2.25

　 26 川西市及び川辺郡 3 177,133 2.861 3 59,044 59,044 1.59 1.59 1.59 1.59

　 27 小野市 1 46,169 0.746 1 46,169 46,169 1.25 1.25 1.25 1.25

　 28 三田市 2 105,124 1.698 2 52,562 52,562 1.42 1.42 1.42 1.42

　 29 加西市 1 40,274 0.651 1 40,274 40,274 1.09 1.09 1.09 1.09

　 30 丹波篠山市 1 37,037 0.598 1 37,037 37,037 1.00 1.00 1.00 1.00

　 31 養父市及び朝来市 1 46,272 0.747 1 46,272 46,272 1.25 1.25 1.25 1.25

　 32 丹波市 1 57,580 0.930 1 57,580 57,580 1.55 1.55 1.55 1.55

　 33 南あわじ市 1 41,107 0.664 1 41,107 41,107 1.11 1.11 1.11 1.11

　 34 淡路市 1 39,472 0.638 1 39,472 39,472 1.07 1.07 1.07 1.07

　 35 宍粟市及び佐用郡 1 45,410 0.734 1 45,410 45,410 1.23 1.23 1.23 1.23

　 36 加東市 1 39,500 0.638 1 39,500 39,500 1.07 1.07 1.07 1.07

　 37 加古郡 1 62,637 1.012 1 62,637 62,637 1.69 1.69 1.69 1.69

　 38 神崎郡 1 37,729 0.609 1 37,729 37,729 1.02 1.02 1.02 1.02

86 5,323,825 86 61,904.942

※１　R7国調人口速報値をもとに試算。(R2国調より人口が増加している選挙区は、神戸市灘区、中央区、兵庫区、明石市）

※２　○は条例定数が人口比定数を下回っている選挙区、●は条例定数が人口比定数を上回っている選挙区。

※３　較差①は、議員１人当たり人口の較差（最小選挙区：丹波篠山市）【特例選挙区なし】

※４　条例定数の最大較差は、2.48（芦屋市：丹波篠山市）となり、前回の2,70（芦屋市：宍粟市）から縮小。

選挙区別人口及び較差の状況　（Ｒ７国調人口・速報値）

選　挙　区　名
条例
定数

配当基数
議員１人当たり人口 較　差① 較　差②

自民党・公明党・
ひょうご県民連合

案

【試算の考え方】

・定数は現行８６名を維持。

・赤穂市、赤穂郡及び佐用郡選挙区の合区を見直しし、相生市と赤穂郡、宍粟市と佐用郡を合区し、赤穂市は単独で選挙

区とする（R8.3第６回委員会で合意）。

・法第15条8項を現行４選挙区に加え、西宮市（△１）、豊岡市及び美方郡（＋１）に適用。
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選挙区 人口比

人　 口 定　 数 人口比 条例 人口比① 条例① 人口比② 条例②

　 1 神戸市東灘区 3 211,921 3.344 3 70,640 70,640 1.91 1.91 1.91 1.91

　 2 神戸市灘区 2 137,283 2.166 2 68,641 68,641 1.85 1.85 1.85 1.85

　 3 神戸市中央区 2 152,124 2.400 2 76,062 76,062 2.05 2.05 2.05 2.05

　 4 神戸市兵庫区 2 111,844 1.765 2 55,922 55,922 1.51 1.51 1.51 1.51

　 5 神戸市北区 3 203,615 3.213 3 67,871 67,871 1.83 1.83 1.83 1.83

　 6 神戸市長田区 1 93,096 1.469 1 93,096 93,096 2.51 2.51 2.51 2.51

　 7 神戸市須磨区 2 152,654 2.409 2 76,327 76,327 2.06 2.06 2.06 2.06

　 8 神戸市垂水区 3 206,825 3.263 3 68,941 68,941 1.86 1.86 1.86 1.86

　 9 神戸市西区 3 228,268 3.602 3 76,089 76,089 2.05 2.05 2.05 2.05

　 10 姫路市 8 518,311 8.178 8 64,788 64,788 1.75 1.75 1.75 1.75

　 11 尼崎市 7 457,162 7.213 7 65,308 65,308 1.76 1.76 1.76 1.76

○ 12 明石市 4 307,043 4.845 5 61,408 76,760 1.66 2.07 1.66 2.07

○ 13 西宮市 7 482,834 7.618 8 60,354 68,976 1.63 1.86 1.63 1.86

　 14 洲本市 1 38,620 0.609 1 38,620 38,620 1.04 1.04 1.04 1.04

　 15 芦屋市 1 91,703 1.447 1 91,703 91,703 2.48 2.48 2.48 2.48

　 16 伊丹市 3 195,152 3.079 3 65,050 65,050 1.76 1.76 1.76 1.76

　 17 相生市及び赤穂郡 1 38,854 0.613 1 38,854 38,854 1.05 1.05 1.05 1.05

● 18 豊岡市及び美方郡 2 97,925 1.545 1 97,925 48,962 2.64 1.32 2.64 1.32

　 19 加古川市 4 253,220 3.995 4 63,305 63,305 1.71 1.71 1.71 1.71

● 20 たつの市及び揖保郡 2 102,276 1.614 1 102,276 51,138 2.76 1.38 2.76 1.38

　 21 赤穂市 1 42,714 0.674 1 42,714 42,714 1.15 1.15 1.15 1.15

　 22 西脇市及び多可郡 1 53,145 0.839 1 53,145 53,145 1.43 1.43 1.43 1.43

　 23 宝塚市 3 217,163 3.426 3 72,387 72,387 1.95 1.95 1.95 1.95

　 24 三木市 1 71,248 1.124 1 71,248 71,248 1.92 1.92 1.92 1.92

　 25 高砂市 1 83,381 1.316 1 83,381 83,381 2.25 2.25 2.25 2.25

　 26 川西市及び川辺郡 3 177,133 2.795 3 59,044 59,044 1.59 1.59 1.59 1.59

　 27 小野市 1 46,169 0.728 1 46,169 46,169 1.25 1.25 1.25 1.25

　 28 三田市 2 105,124 1.659 2 52,562 52,562 1.42 1.42 1.42 1.42

　 29 加西市 1 40,274 0.635 1 40,274 40,274 1.09 1.09 1.09 1.09

　 30 丹波篠山市 1 37,037 0.584 1 37,037 37,037 1.00 1.00 1.00 1.00

　 31 養父市及び朝来市 1 46,272 0.730 1 46,272 46,272 1.25 1.25 1.25 1.25

　 32 丹波市 1 57,580 0.909 1 57,580 57,580 1.55 1.55 1.55 1.55

　 33 南あわじ市 1 41,107 0.649 1 41,107 41,107 1.11 1.11 1.11 1.11

　 34 淡路市 1 39,472 0.623 1 39,472 39,472 1.07 1.07 1.07 1.07

　 35 宍粟市及び佐用郡 1 45,410 0.716 1 45,410 45,410 1.23 1.23 1.23 1.23

　 36 加東市 1 39,500 0.623 1 39,500 39,500 1.07 1.07 1.07 1.07

　 37 加古郡 1 62,637 0.988 1 62,637 62,637 1.69 1.69 1.69 1.69

　 38 神崎郡 1 37,729 0.595 1 37,729 37,729 1.02 1.02 1.02 1.02

84 5,323,825 84 63,378.869

※１　R7国調人口速報値をもとに試算。(R2国調より人口が増加している選挙区は、神戸市灘区、中央区、兵庫区、明石市）

※２　○は条例定数が人口比定数を下回っている選挙区、●は条例定数が人口比定数を上回っている選挙区。

※３　較差①は、議員１人当たり人口の較差（最小選挙区：丹波篠山市）【特例選挙区なし】

※４　条例定数の最大較差は、2.51（神戸市長田区：丹波篠山市）となり、前回の2,70（芦屋市：宍粟市）から縮小。

維新の会案

選挙区別人口及び較差の状況　（Ｒ７国調人口・速報値）

選　挙　区　名
条例
定数

配当基数
議員１人当たり人口 較　差① 較　差②

【試算の考え方】

・総定数を２減とし８４名とする。（神戸市長田区（△１）、神戸市須磨区（△１））

・赤穂市、赤穂郡及び佐用郡選挙区の合区を見直しし、相生市と赤穂郡、宍粟市と佐用郡を合区し、赤穂市は単独で選挙区

とする（R8.3第６回委員会で合意）。

・法第15条8項について、明石市（△１）、西宮市（△１）、豊岡市及び美方郡（＋１）、たつの市及び揖保郡（＋１）に適用。
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選挙区 人口比

人　 口 定　 数 人口比 条例 人口比① 条例① 人口比② 条例②

　 1 神戸市東灘区 3 211,504 3.420 3 70,501 70,501 1.91 1.91 1.91 1.91

　 2 神戸市灘区 2 137,037 2.216 2 68,518 68,518 1.85 1.85 1.85 1.85

　 3 神戸市中央区 2 151,949 2.457 2 75,974 75,974 2.05 2.05 2.05 2.05

　 4 神戸市兵庫区 2 111,678 1.806 2 55,839 55,839 1.51 1.51 1.51 1.51

　 5 神戸市北区 3 203,183 3.286 3 67,727 67,727 1.83 1.83 1.83 1.83

● 6 神戸市長田区 2 92,901 1.502 1 92,901 46,450 2.51 1.26 2.51 1.26

● 7 神戸市須磨区 3 152,394 2.465 2 76,197 50,798 2.06 1.37 2.06 1.37

　 8 神戸市垂水区 3 206,457 3.339 3 68,819 68,819 1.86 1.86 1.86 1.86

○ 9 神戸市西区 3 227,894 3.686 4 56,973 75,964 1.54 2.05 1.54 2.05

　 10 姫路市 8 517,867 8.375 8 64,733 64,733 1.75 1.75 1.75 1.75

　 11 尼崎市 7 457,195 7.394 7 65,313 65,313 1.77 1.77 1.77 1.77

○ 12 明石市 4 306,587 4.958 5 61,317 76,646 1.66 2.07 1.66 2.07

○ 13 西宮市 7 482,260 7.799 8 60,282 68,894 1.63 1.86 1.63 1.86

　 14 洲本市 1 38,556 0.624 1 38,556 38,556 1.04 1.04 1.04 1.04

　 15 芦屋市 1 91,552 1.481 1 91,552 91,552 2.48 2.48 2.48 2.48

　 16 伊丹市 3 195,049 3.154 3 65,016 65,016 1.76 1.76 1.76 1.76

　 17 相生市及び赤穂郡 1 38,815 0.628 1 38,815 38,815 1.05 1.05 1.05 1.05

● 18 豊岡市及び美方郡 2 97,870 1.583 1 97,870 48,935 2.65 1.32 2.65 1.32

　 19 加古川市 4 253,036 4.092 4 63,259 63,259 1.71 1.71 1.71 1.71

　 20 たつの市及び揖保郡 2 102,214 1.653 2 51,107 51,107 1.38 1.38 1.38 1.38

　 21 赤穂市 1 42,701 0.691 1 42,701 42,701 1.15 1.15 1.15 1.15

　 22 西脇市及び多可郡 1 53,062 0.858 1 53,062 53,062 1.43 1.43 1.43 1.43

　 23 宝塚市 3 217,157 3.512 3 72,385 72,385 1.96 1.96 1.96 1.96

　 24 三木市 1 70,961 1.148 1 70,961 70,961 1.92 1.92 1.92 1.92

　 25 高砂市 1 83,322 1.347 1 83,322 83,322 2.25 2.25 2.25 2.25

　 26 川西市及び川辺郡 3 176,942 2.862 3 58,980 58,980 1.59 1.59 1.59 1.59

　 27 小野市 1 46,138 0.746 1 46,138 46,138 1.25 1.25 1.25 1.25

　 28 三田市 2 105,016 1.698 2 52,508 52,508 1.42 1.42 1.42 1.42

　 29 加西市 1 40,211 0.650 1 40,211 40,211 1.09 1.09 1.09 1.09

　 30 丹波篠山市 1 36,990 0.598 1 36,990 36,990 1.00 1.00 1.00 1.00

　 31 養父市及び朝来市 1 46,223 0.748 1 46,223 46,223 1.25 1.25 1.25 1.25

　 32 丹波市 1 57,506 0.930 1 57,506 57,506 1.55 1.55 1.55 1.55

　 33 南あわじ市 1 41,037 0.664 1 41,037 41,037 1.11 1.11 1.11 1.11

　 34 淡路市 1 39,382 0.637 1 39,382 39,382 1.06 1.06 1.06 1.06

　 35 宍粟市及び佐用郡 1 45,372 0.734 1 45,372 45,372 1.23 1.23 1.23 1.23

　 36 加東市 1 39,471 0.638 1 39,471 39,471 1.07 1.07 1.07 1.07

　 37 加古郡 1 62,605 1.012 1 62,605 62,605 1.69 1.69 1.69 1.69

　 38 神崎郡 1 37,698 0.610 1 37,698 37,698 1.02 1.02 1.02 1.02

86 5,317,792 86 61,834.791

※１　R7国調人口確定値をもとに試算。(R2国調より人口が増加している選挙区は、神戸市灘区、中央区、兵庫区、明石市）

※２　○は条例定数が人口比定数を下回っている選挙区、●は条例定数が人口比定数を上回っている選挙区。

※３　較差①は、議員１人当たり人口の較差（最小選挙区：丹波篠山市）【特例選挙区なし】

※４　条例定数の最大較差は、2.48（芦屋市：丹波篠山市）となり、前回の2,70（芦屋市：宍粟市）から縮小。

選挙区別人口及び較差の状況　（Ｒ７国調人口・確定値）

選　挙　区　名
条例
定数

配当基数
議員１人当たり人口 較　差① 較　差②

自民党・公明党・
ひょうご県民連合

案

【試算の考え方】

・定数は現行８６名を維持。

・赤穂市、赤穂郡及び佐用郡選挙区の合区を見直しし、相生市と赤穂郡、宍粟市と佐用郡を合区し、赤穂市は単独で選挙

区とする（R8.3第６回委員会で合意）。

・法第15条8項を現行４選挙区に加え、西宮市（△１）、豊岡市及び美方郡（＋１）に適用。
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選挙区 人口比

人　 口 定　 数 人口比 条例 人口比① 条例① 人口比② 条例②

　 1 神戸市東灘区 3 211,504 3.341 3 70,501 70,501 1.91 1.91 1.91 1.91

　 2 神戸市灘区 2 137,037 2.165 2 68,518 68,518 1.85 1.85 1.85 1.85

　 3 神戸市中央区 2 151,949 2.400 2 75,974 75,974 2.05 2.05 2.05 2.05

　 4 神戸市兵庫区 2 111,678 1.764 2 55,839 55,839 1.51 1.51 1.51 1.51

　 5 神戸市北区 3 203,183 3.209 3 67,727 67,727 1.83 1.83 1.83 1.83

　 6 神戸市長田区 1 92,901 1.467 1 92,901 92,901 2.51 2.51 2.51 2.51

　 7 神戸市須磨区 2 152,394 2.407 2 76,197 76,197 2.06 2.06 2.06 2.06

　 8 神戸市垂水区 3 206,457 3.261 3 68,819 68,819 1.86 1.86 1.86 1.86

　 9 神戸市西区 3 227,894 3.600 3 75,964 75,964 2.05 2.05 2.05 2.05

　 10 姫路市 8 517,867 8.180 8 64,733 64,733 1.75 1.75 1.75 1.75

　 11 尼崎市 7 457,195 7.222 7 65,313 65,313 1.77 1.77 1.77 1.77

○ 12 明石市 4 306,587 4.843 5 61,317 76,646 1.66 2.07 1.66 2.07

○ 13 西宮市 7 482,260 7.618 8 60,282 68,894 1.63 1.86 1.63 1.86

　 14 洲本市 1 38,556 0.609 1 38,556 38,556 1.04 1.04 1.04 1.04

　 15 芦屋市 1 91,552 1.446 1 91,552 91,552 2.48 2.48 2.48 2.48

　 16 伊丹市 3 195,049 3.081 3 65,016 65,016 1.76 1.76 1.76 1.76

　 17 相生市及び赤穂郡 1 38,815 0.613 1 38,815 38,815 1.05 1.05 1.05 1.05

● 18 豊岡市及び美方郡 2 97,870 1.546 1 97,870 48,935 2.65 1.32 2.65 1.32

　 19 加古川市 4 253,036 3.997 4 63,259 63,259 1.71 1.71 1.71 1.71

● 20 たつの市及び揖保郡 2 102,214 1.615 1 102,214 51,107 2.76 1.38 2.76 1.38

　 21 赤穂市 1 42,701 0.675 1 42,701 42,701 1.15 1.15 1.15 1.15

　 22 西脇市及び多可郡 1 53,062 0.838 1 53,062 53,062 1.43 1.43 1.43 1.43

　 23 宝塚市 3 217,157 3.430 3 72,385 72,385 1.96 1.96 1.96 1.96

　 24 三木市 1 70,961 1.121 1 70,961 70,961 1.92 1.92 1.92 1.92

　 25 高砂市 1 83,322 1.316 1 83,322 83,322 2.25 2.25 2.25 2.25

　 26 川西市及び川辺郡 3 176,942 2.795 3 58,980 58,980 1.59 1.59 1.59 1.59

　 27 小野市 1 46,138 0.729 1 46,138 46,138 1.25 1.25 1.25 1.25

　 28 三田市 2 105,016 1.659 2 52,508 52,508 1.42 1.42 1.42 1.42

　 29 加西市 1 40,211 0.635 1 40,211 40,211 1.09 1.09 1.09 1.09

　 30 丹波篠山市 1 36,990 0.584 1 36,990 36,990 1.00 1.00 1.00 1.00

　 31 養父市及び朝来市 1 46,223 0.730 1 46,223 46,223 1.25 1.25 1.25 1.25

　 32 丹波市 1 57,506 0.908 1 57,506 57,506 1.55 1.55 1.55 1.55

　 33 南あわじ市 1 41,037 0.648 1 41,037 41,037 1.11 1.11 1.11 1.11

　 34 淡路市 1 39,382 0.622 1 39,382 39,382 1.06 1.06 1.06 1.06

　 35 宍粟市及び佐用郡 1 45,372 0.717 1 45,372 45,372 1.23 1.23 1.23 1.23

　 36 加東市 1 39,471 0.623 1 39,471 39,471 1.07 1.07 1.07 1.07

　 37 加古郡 1 62,605 0.989 1 62,605 62,605 1.69 1.69 1.69 1.69

　 38 神崎郡 1 37,698 0.595 1 37,698 37,698 1.02 1.02 1.02 1.02

84 5,317,792 84 63,307.048

※１　R7国調人口確定値をもとに試算。(R2国調より人口が増加している選挙区は、神戸市灘区、中央区、兵庫区、明石市）

※２　○は条例定数が人口比定数を下回っている選挙区、●は条例定数が人口比定数を上回っている選挙区。

※３　較差①は、議員１人当たり人口の較差（最小選挙区：丹波篠山市）【特例選挙区なし】

※４　条例定数の最大較差は、2.51（神戸市長田区：丹波篠山市）となり、前回の2,70（芦屋市：宍粟市）から縮小。

維新の会案

選挙区別人口及び較差の状況　（Ｒ７国調人口・確定値）

選　挙　区　名
条例
定数

配当基数
議員１人当たり人口 較　差① 較　差②

【試算の考え方】

・総定数を２減とし８４名とする。（神戸市長田区（△１）、神戸市須磨区（△１））

・赤穂市、赤穂郡及び佐用郡選挙区の合区を見直しし、相生市と赤穂郡、宍粟市と佐用郡を合区し、赤穂市は単独で選挙区

とする（R8.3第６回委員会で合意）。

・法第15条8項について、明石市（△１）、西宮市（△１）、豊岡市及び美方郡（＋１）、たつの市及び揖保郡（＋１）に適用。
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議員定数等調査特別委員会委員名簿

委 員 長 藤 田 孝 夫

副 委 員 長 ※１高 橋 みつひろ（R8.8.18～）

〃 ※２門 隆 志（R7.6.12～R8.7.27）

委 員 中 村 大 輔（R8.8.17～）

〃 橘 秀太郎

〃 さかた たかのり

〃 伊 藤 勝 正（R8.5.29～）

〃 水 田 裕一郎（R7.11.26～）

〃 谷 口 俊 介

〃 内 藤 兵 衛

〃 上 野 英 一

〃 島 山 清 史（R7.6.12～R8.5.28）

〃 岸 本 かずなお

〃 前 井 ま き（R7.6.12～R7.11.25）

〃 北 川 泰 寿

委員外議員 白 井 たかひろ

〃 久保田 けんじ

※１ R8.8.18 副委員長就任

※２ R8.7.27 委員辞職
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議員提出第 21 号議案

兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選

挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例

兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議

員の数に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和８年 10 月５日提出

兵庫県議会議員 藤 田 孝 夫

同 北 川 泰 寿

同 内 藤 兵 衛

同 水 田 裕一郎

同 谷 口 俊 介

同 橘 秀太郎

同 岸本 かずなお

同 伊 藤 勝 正

同 上 野 英 一



兵庫県条例第 号

兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選

挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例

兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議

員の数に関する条例（昭和 41年兵庫県条例第 60号）の一部を次のように改正

する。

第２条の表中

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に、

「

」

を

「

」

に改め、同表備考１を次のように改める。

１ この表に掲げる選挙区のうち、加古郡は、公職選挙法の一部を改

正する法律（平成 25年法律第 93号）附則第３条の規定に基づき１選挙

相生市 相生市の区域 １人

相 生 市 及 び赤

穂郡

相 生 市 及 び 赤 穂 郡 上 郡

町の区域

１人

赤 穂 市 、 赤穂

郡及び佐用郡

赤穂市、赤穂郡上郡町及

び佐用郡佐用町の区域

１人

赤穂市 赤穂市の区域 １人

宍粟市 宍粟市の区域 １人

宍 粟 市 及 び佐

用郡

宍 粟 市 及 び 佐 用 郡 佐 用

町の区域

１人



区とするものである。

第２条の表備考２中「及び明石市」を「、明石市、西宮市並びに豊岡市及

び美方郡」に改める。

附則第３項を削る。

附 則

この条例は、次の一般選挙から施行する。



（提案理由）

令和７年の国勢調査人口を基準とし、人口以外の社会的諸条件及び地域

間の均衡を考慮して、兵庫県議会議員の各選挙区において選挙すべき議員

の数等について所要の整備を行う。



同意人事案件資料（令和８年９月県議会）

委員名 定数 任期 任期満了・辞任者
新たに任命

しようとする者
他の現職者

教育委員会

委員
５人 ４年

井 上 真 二

元･兵庫県青少年団体

連絡協議会代表理事

［任期満了 10/7］

山 崎 清 治

兵庫県青少年団体

連絡協議会副代表理事

八 田 昌 樹

（兵庫県医師会会長）

並 河 寿 美

（声楽家）

宮 脇 新 也

（元･兵庫工業会会長）

横 山 由紀子

（兵庫県立大学教授）

公安委員会

委員
５人 ３年

澤 田 隆

（元･兵庫県歯科医師会会長）

［任期満了 10/12］

橋 本 芳 紀

（兵庫県歯科医師会会長）

①県議会同意

津 田 隆 雄

（元･姫路商工会議所副会頭）

小 坂 圭 一

（尼崎商工会議所副会頭）

②神戸市議会同意

髙見澤 惠美子

（関西国際大学教授）

水 谷 恭 子

（弁護士）

但馬海区

漁業調整

委員会委員

１０人 ４年

村 瀬 晴 好

元･但馬漁業協同組合
代表理事組合長
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議 事 順 序 （ 案 ）

第 ３ ７６ 回 定 例会

第６日（１０月５日）

１ 開 議 宣 告

２ 諸般の報告

⑴ 議員定数等調査特別委員会調査報告書の提出について（写配付）

⑵ 本日議員並びに知事から追加提出された議案（件名一覧表配付）

３ 議案一括上程

第８０号議案ないし第９９号議案

報第５号

⑴ 委員会審査報告

① 文書報告

総務、健康福祉、産業労働、農政環境、建設、文教、警察の

各常任委員会委員長

⑵ 委員長報告に対する質疑（終局）

⑶ 討 論

久保田 けんじ 議員（反対）

⑷ 表 決（採決方法別紙のとおり）

４ 追加議案一括上程

第１００号議案ないし第１０２号議案

⑴ 知事提案説明

⑵ 議事順序の省略議決（簡易採決）

⑶ 表 決（採決方法別紙のとおり）

５ 議員提出議案上程

議員提出第２１号議案

⑴ 提案説明

藤 田 孝 夫 議員

⑵ 議事順序の省略議決（簡易採決）

⑶ 討 論

斉 藤 なおひろ 議員（反対）

前 井 ま き 議員（賛成）

門 隆 志 議員（反対）



伊 藤 勝 正 議員（賛成）

久保田 けんじ 議員（反対）

中 田 英 一 議員（賛成）

⑷ 表 決（採決方法別紙のとおり）

６ 休 会 議 決

１０月６日から２２日まで委員会審査のため（簡易採決）

７ 日 程 通 告

次の本会議は１０月２３日（金）午前１１時再開

８ 散 会 宣 告



本 日 議 決 予 定 の 議 案 （ 議 決 順 ）

第 ３ ７ ６ 回 定 例 会

令和８年１０月５日

（９月１７日に提出された議案）

１ 起立採決

第 ８１ 号議案 建築基準条例等の一部を改正する条例

第 ８４ 号議案 国営加古川水系広域農業水利施設総合管理事業についての市町負

担額の決定

第 ８５ 号議案 国営土地改良事業についての市町負担額の決定

第 ８６ 号議案 県が行う建設事業についての市町負担額の決定

第 ８７ 号議案 国営明石海峡公園整備事業についての神戸市負担額の決定

第 ９８ 号議案 県営白川台住宅第２期建築工事請負契約の締結

２ 簡易採決

第 ８０ 号議案 令和８年度兵庫県一般会計補正予算（第２号）

第 ８２ 号議案 収入証紙条例を廃止する条例

第 ８３ 号議案 兵庫県立特別支援学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例

第 ８８ 号議案 令和７年度兵庫県水道用水供給事業の利益剰余金の処分

第 ８９ 号議案 令和７年度兵庫県工業用水道事業の利益剰余金の処分

第 ９０ 号議案 交付金返還等請求事件に係る出訴

第 ９１ 号議案 交付金交付決定取消決定取消等請求附帯控訴事件に係る出訴

第 ９２ 号議案 和解及び損害賠償額の決定

第 ９３ 号議案 公益財団法人都道府県センターに対する出捐

第 ９４ 号議案 県立学校生徒用貸与端末の取得

第 ９５ 号議案 二級河川新川水系新川 新川・東川 新川・東川統合排水機場本体

工事（吐出管）請負契約の締結

第 ９６ 号議案 尼崎西宮芦屋港 尼崎閘門 尼崎第１閘門機械設備改築工事（そ

の２）請負契約の締結

第 ９７ 号議案 姫路港網干 大江島排水機場 仮排水機場機械設備製作据付工事

請負契約の締結

第 ９９ 号議案 令和８年度兵庫県一般会計補正予算（第３号）

報 第 ５ 号 専決処分の承認



（本日追加提出された議案）

１ 簡易採決

第１００号議案 教育委員会の委員の任命の同意

第１０１号議案 公安委員会の委員の任命の同意

第１０２号議案 但馬海区漁業調整委員会の委員の任命の同意

２ 起立採決

議員提出第２１号議案 兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において

選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例



第３７６回定例兵庫県議会

議 事 日 程 （ 第 ６ 号 ）

令和８年１０月５日

午前１１時開議

第 １ 第８０号議案ないし第９９号議案

報第５号

委 員 長 報 告

討 論

表 決

第 ２ 第１００号議案ないし第１０２号議案

知事提案説明

表 決

第 ３ 議員提出第２１号議案

提 案 説 明

討 論

表 決



本 日 議 員 並 び に 知 事 か ら 追 加 提 出 さ れ た議 案

第 ３ ７ ６ 回 定 例 会

令和８年１０月５日

（議員提出議案）

議員提出第２１号議案 兵庫県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区におい

て選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条

例

（知事提出議案）

第１００号議案 教育委員会の委員の任命の同意

第１０１号議案 公安委員会の委員の任命の同意

第１０２号議案 但馬海区漁業調整委員会の委員の任命の同意



閉 会 中 の 継 続 調 査 事 件 一 覧

（議 会 運 営 委 員 会）

１ 次期定例会の日程等議会の運営に関する事項について

２ 議会の会議規則、委員会条例等に関する事項について

３ 議長の諮問に関する事項について
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